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Ⅲ 障がい児・者福祉 

 

１ 障がい児・者福祉 

障がい者福祉制度は、平成１５年度からノーマライゼーションの理念に基づいて「支援費制

度」が施行された。平成１８年４月からは、障がい者が地域で安心して暮らせる社会を実現す

るために「障害者自立支援法」が施行され、更なる福祉サービスの充実が図られた。平成２４

年には、地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法

律の整備が図られ、平成２５年４月に障害者自立支援法が「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律「障害者総合支援法」に改正された。法律の基本理念には「基本

的人権を享有する個人としての尊厳」を盛り込み、障がい者の範囲に難病が追加された。 

障がい児福祉制度については、施設系は児童福祉法、事業系は障害者自立支援法と分かれて

実施されてきたが、障がい児支援の強化を図るため平成２４年度より児童福祉法に一元化され

た。 

 

（１）障害者相談員 

身体障害者福祉法及び知的障害者福祉法に基づき、身体障がい者及び知的障がい者の福

祉の増進を図ることを目的とする。平成２４年度より県から市へ委譲された。 

① 身体障害者相談員（任期：令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31日） 

 氏  名 住  所 電  話 

１ 藤 身 貴 一 米沢市中田町７９５番地の１７ 37-2273 

２ 大 竹 雄 次 米沢市塩井町塩野２２８７番地の７ ３-３０６号室 ― 

３ 髙 橋 祐 三 米沢市中央１丁目１３番１４号 ６０１号室 21-1370 

４ 木 村   了 米沢市東大通３丁目８番９号 22-2686 

５ 齋 藤 定 雄 米沢市太田町４丁目１番１２８－８号 38-6115 

６ 我 妻 收 子 米沢市塩井町塩野７９８番地の５ 21-6431 

７ 退 田 妙 子 米沢市六郷町桐原２８７番地 37-4479 

８ 山 田 記 子 米沢市中央２丁目６番６号 ５０２号室 090-9740-3382 

９ 佐 藤 登志男 米沢市諸仏町４８６６番地の６ 38-3795 

１０ 我 妻 次 雄 米沢市諸仏町３５８０番地の２ 38-3375 

１１ 清 水   潤 米沢市矢来１丁目３番６５号 22-8199 
 

② 知的障害者相談員（任期：令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31日） 

 氏  名 住  所 電  話 

１ 我 妻 みさ子 米沢市万世町牛森４８５０番地 28-6927 

２ 髙 橋 美津子 米沢市花沢町３２４９番地 23-6893 

３ 山 口 好 江 米沢市吾妻町３番１６号 38-5150 

４ 佐 藤 美智子 米沢市城西２丁目３番３２号 22-6300 
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③ 相談内容及び件数                       （R5年度度実績） 

身体障害者相談員 知的障害者相談員 

身体障害者手帳 9   療育手帳 0   

補装具 4   教育・学校生活等 60   

日常生活用具 6   成年後見制度 2   

更生・育成医療 5   福祉施設 93   

福祉施設 7   障害年金・手当 0   

障害年金・手当 2   介護保険 0   

介護保険 2   生活福祉資金 0   

生活福祉資金 0   障がい福祉サービス 5   

税金 0   税金 0   

保健・医療 0   保健・医療 29   

結婚・育児 0   結婚・育児 0   

就職・就労 13   就職・就労 4   

対人関係 8   対人関係 10   

虐待 0   虐待 0   

その他 17   その他 191   

計 73  計 394   

 

（２）手帳の交付 

① 身体障害者手帳 

各種福祉制度を受ける場合、税の控除、減免、ＪＲ、バス、タクシー等の運賃割引等各

種の制度を利用するため交付するもので、平成２２年４月から肝臓機能障がいも対象と

なっている。 

ア 年度別身体障害者(児)手帳交付状況 

 

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

新

規

交

付 

年
度
末
現
在 

新

規

交

付 

年
度
末
現
在 

新

規

交

付 

年
度
末
現
在 

新

規

交

付 

年
度
末
現
在 

新

規

交

付 

年
度
末
現
在 

視
覚
障
害 

18歳 

未満 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

18歳 

以上 
11 172 5 163 8 173 22 179 11 160 

計 11 172 5 163 8 173 22 179 11 160 

聴
覚
・
平
衡 

機
能
障
害 

18歳 

未満 
0 7 0 7 0 6 0 5 0 14 

18歳 

以上 
16 255 21 256 18 293 41 309 19 326 

計 16 262 21 263 18 299 41 314 19 340 
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音
声
・
言
語
・
そ

し
ゃ
く
機
能
障
害 

18歳 

未満 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

18歳 

以上 
4 36 3 38 4 46 5 53 3 50 

計 4 36 3 38 4 46 5 53 3 50 

肢
体
不
自
由 

18歳 

未満 
3 28 0 22 3 21 3 21 1 20 

18歳 

以上 
87 1,819 55 1,766 73 1,901 95 1,880 58 1,861 

計 90 1,847 55 1,788 76 1,922 98 1,901 59 1,881 

内
部
障
害 

18歳 

未満 
1 13 1 12 0 11 1 10 1 11 

18歳 

以上 
108 1,099 105 1,103 104 1,200 181 1,251 92 1,255 

計 109 1,112 106 1,115 104 1,211 182 1,261 93 1,266 

計 

18歳 

未満 
4 48 1 41 3 38 4 36 2 45 

18歳 

以上 
226 3,381 189 3,326 207 3,613 344 3,672 183 3,652 

計 230 3,429 190 3,367 210 3,651 348 3,708 185 3,697 
 

イ 等級別身体障害者手帳交付台帳登載者数        

障害名 年齢層 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚障害 

18歳未満 0 0 0 0 0 0 0 

18～64歳 13 16 3 2 8 2 44 

65歳以上 28 50 7 11 16 4 116 

計 41 66 10 13 24 6 160 

聴覚障害 

18歳未満 0 4 10 0 0 0 14 

18～64歳 8 16 4 7 0 12 47 

65歳以上 14 40 35 83 2 102 276 

計 22 60 49 90 2 114 337 

平衡機能障害 

18歳未満 0 0 0 0 0 0 0 

18～64歳 0 0 1 0 0 0 1 

65歳以上 0 0 0 0 2 0 2 

計 0 0 1 0 2 0 3 

音声･言語･そしゃく機能

障害 

18歳未満 0 0 0 0 0 0 0 

18～64歳 0 2 5 8 0 0 15 

65歳以上 1 6 21 7 0 0 35 

計 1 8 26 15 0 0 50 
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上肢機能障害 

18歳未満 5 0 2 0 0 0 7 

 18～64歳 54 45 19 20 9 16 163 

肢 65歳以上 130 114 46 35 37 20 382 

 計 189 159 67 55 46 36 552 

 

下肢機能障害 

18歳未満 0 0 0 1 1 2 4 

体 18～64歳 12 10 18 54 47 28 169 

 65歳以上 25 35 158 386 233 85 922 

 計 37 45 176 441 281 115 1,095 

不 

体幹機能障害 

18歳未満 1 0 0 0 0 0 1 

 18～64歳 7 12 14 0 6 0 39 

 65歳以上 25 26 35 1 30 0 117 

自 計 33 38 49 1 36 0 157 

 脳 

上肢機能障害 

18歳未満 1 0 0 0 0 0 1 

 原 18～64歳 11 4 5 3 0 1 24 

由 性 65歳以上 8 1 2 1 0 1 13 

 運 計 20 5 7 4 0 2 38 

 動 

移動機能障害 

18歳未満 5 2 0 0 0 0 7 

 機 18～64歳 10 7 0 1 0 4 22 

 能 65歳以上 2 1 4 0 2 1 10 

  計 17 10 4 1 2 5 39 

 

心臓機能障害 

18歳未満 6 0 2 3 0 0 11 

 18～64歳 57 0 18 21 0 0 96 

内 65歳以上 434 6 114 96 0 0 650 

 計 497 6 134 120 0 0 757 

 

じん臓機能障害 

18歳未満 0 0 0 0 0 0 0 

部 18～64歳 97 0 1 1 0 0 99 

 65歳以上 142 0 0 0 0 0 142 

 計 239 0 1 1 0 0 241 

障 

呼吸器機能障害 

18歳未満 0 0 0 0 0 0 0 

 18～64歳 2 0 3 1 0 0 6 

 65歳以上 24 2 21 5 0 0 52 

が 計 26 2 24 6 0 0 58 

 

膀胱・直腸機能障害 

18歳未満 0 0 0 0 0 0 0 

 18～64歳 0 0 6 34 0 0 40 

い 65歳以上 1 0 5 153 0 0 159 

 計 1 0 11 187 0 0 199 

 

小腸機能障害 

18歳未満 0 0 0 0 0 0 0 

 18～64歳 0 0 0 0 0 0 0 

 65歳以上 0 0 1 1 0 0 2 

 計 0 0 1 1 0 0 2 
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免疫機能障害 

18歳未満 0 0 0 0 0 0 0 

 18～64歳 1 2 0 1 0 0 4 

 65歳以上 0 0 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

計 1 2 0 1 0 0 4 

肝臓機能障害 

18歳未満 0 0 0 0 0 0 0 

18～64歳 3 0 0 0 0 0 3 

65歳以上 2 0 0 0 0 0 2 

計 5 0 0 0 0 0 5 

合    計 

18歳未満 18 6 14 4 1 2 45 

18～64歳 275 114 97 153 70 63 772 

65歳以上 836 281 449 779 322 213 2,880 

計 1,129 401 560 936 393 278 3,697 
 

② 療育手帳 

昭和４８年９月に制定され、知的障がい児・者に対して、一貫した指導、相談を行う

とともに、各種の福祉制度を受けやすくするために交付している。 

障害程度  R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

Ａ（重度） 
１８歳未満 ２３ ２１ １９ １６ １９ 

１８歳以上 １８７ １９０ １９７ １９７ １９４ 

Ｂ（中・軽度） 
１８歳未満 ６１ ５３ ５４ ５７ ５７ 

１８歳以上 ４１７ ４２２ ４２１ ４３１ ４４３ 

計 ６８８ ６８６ ６９１ ７０１ ７１３ 
 

③ 精神障害者保健福祉手帳 

精神障がいのある方が、各種福祉制度を受けやすくするための手帳で、精神障がいの

ため長期にわたり、日常生活又は社会生活への制約がある方に交付している。 

障害程度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

１級 １０４ １０３ ９７ ９４ ９３ 

２級 ２４３ ２５７ ２６４ ２８３ ３０３ 

３級 １５２ １６７ １７６ １８６ １９９ 

計 ４９９ ５２７ ５３７ ５６３ ５９５ 

 

（３）自立支援給付 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」の基本理念にのっと

り、障がいの有無によって分け隔てられることなく共生する社会を実現するため「介護給

付」及び「訓練等給付」を実施する。 

平成２４年度からは相談支援の充実が図られ、計画相談支援の対象が障がい福祉サービ

ス利用者全員に拡大され、さらに地域相談支援が新設された。 
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介

護

給

付 

居宅介護 

障がいのある人に、居宅において入浴、排泄及び食事等の介護、調

理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言そ

の他の生活全般にわたる援助を行う。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由な人、又は重度の知的障がい若しくは精神障が

いにより、行動上著しい困難を有し、常時介護を要する人に、居

宅において入浴、排泄及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等

の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわ

たる援助並びに外出時における移動中の介護を総合的に行う。 

行動援護 

知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難を有し、常時

介護を要する人に、行動する際に生じる危険を回避するために必

要な援護、外出時における移動中の介護、排せつ及び食事等の介

護その他の行動する際の必要な援助を行う。 

短期入所 

居宅において、その介護者の疾病その他の理由により、短期間の

入所を必要とする障がいのある人について、短期間施設に入所し

入浴、排泄及び食事の介護その他の必要な支援を行う。 

同行援護 
視覚障がいにより移動に著しい困難を有する人に、外出時に同行

し、移動に必要な情報の提供、移動の援護等の外出支援を行う。 

療養介護 

医療の必要な障がいのある人で常時介護が必要な人に、医療機関

で機能訓練や療養上の管理、看護、介護等を行う。また、療養介

護のうち医療に係るものを療養医療として提供する。 

生活介護 

常時介護が必要な障がいのある人に、主として昼間において、入

浴、排泄及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに

生活等に関する相談及び助言その他の必要な日常生活上の支援、

創作活動又は生産活動の機会の提供その他の身体機能又は生活能

力の向上のために必要な援助を行う。 

施設入所支援 

施設に入所している障がいのある人に対して、主として夜間にお

いて、入浴、排せつ及び食事等の介護、生活等に関する相談及び

助言その他の必要な日常生活上の支援を行う。 

訓

練

等

給

付 

自立訓練（機能訓練） 

身体に障がいのある人又は難病等のある人に対し、理学療法、作

業療法その他の必要なリハビリテーション、生活等に関する相談

及び助言その他の必要な支援を行う。 

自立訓練（生活訓練） 

知的障がい又は精神障がいのある人に対し、入浴、排せつ及び食

事等に関する自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活等

に関する相談及び助言その他の必要な支援を行う。 

宿泊型自立訓練 

知的障がい又は精神障がいのある人に対し、居室その他の設備を

利用させるとともに、家事等の日常生活能力を向上させるための

支援、生活等に関する相談及び助言その他の支援を行う。 

就労移行支援 

就労を希望する６５歳未満の障がいのある人に対し、通常の事業

所に雇用されることが可能と見込まれるものにつき、生産活動、

職場体験その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及

び能力の向上のために必要な訓練、求職活動に関する支援、その

適性に応じた職場の開拓、就職後における職場への定着のために

必要な相談その他の必要な支援を行う。 



27 

 

就労継続支援（Ａ型） 

通常の事業所に雇用されることが困難な障がいのある人のうち、

適切な支援により雇用契約等に基づき就労する人に対し、生産活

動その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能力

の向上のために必要な訓練その他の支援を行う。 

就労継続支援（Ｂ型） 

通常の事業所に雇用されることが困難な障がいのある人のうち、

通常の事業所に雇用されていた障がいのある人であって、その年

齢、心身の状態その他の事情により雇用されることが困難となっ

た人及び、就労移行支援によっても通常の事業所に雇用されなか

った人に対し、生産活動その他の活動の機会の提供その他の就労

に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の支援を

行う。 

自立生活援助 

居宅において単身等で生活する障がい者につき、定期的な巡回訪

問や随時通報を受けて行う訪問、相談対応等により、居宅におけ

る自立した日常生活を営む上での各般の問題を把握し、必要な情

報の提供及び助言並びに相談、関係機関との連絡調整等の自立し

た日常生活を営むために必要な援助を行う。 

共同生活援助 

障がいのある人に、主として夜間において、共同生活を営むべき

住居において相談、入浴、排せつ又食事の介護その他の日常生活

上の援助を行う。 
 

① 訪問系サービス利用状況 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

居宅介護 １５２ １５７ １７１ １８０ １８５ 

重度訪問介護 ７ ４ ３ ２ ４ 

同行援護 ５ ３ ６ ３ ３ 

行動援護 ０ ０ ０ ０ ０ 

計 １６４ １６４ １８０ １８５ １９２ 
 

② 日中活動系サービス利用状況 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

短期入所 ７７ ５２ ６０ ６３ ６５ 

療養介護 １９ ２３ ２３ ２４ ２３ 

生活介護 ２３４ ２４１ ２３９ ２３８ ２５４ 

自立訓練（機能訓練） ７ ８ ７ ８ １５ 

自立訓練（生活訓練） １ １ １ ０ ０ 

宿泊型自立訓練 １ １ １ ０ ０ 

就労移行支援 ２２ ２２ １３ ９ １２ 

就労継続支援（Ａ型） ４７ ３０ ２３ ２９ ２８ 

就労継続支援（Ｂ型） ４２４ ４４７ ４６０ ４５４ ４７２ 

自立生活援助 １ １ ３ ２ ０ 

計 ８３３ ８２６ ８３０ ８２７ ８６９ 
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③ 居住系サービス利用状況 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

施設入所支援 １３０ １２９ １２６ １２９ １３９ 

共同生活援助（グループホーム） １５７ １５３ １５１ １５１ １７３ 

計 ２８７ ２８２ ２７７ ２８０ ３１２ 
 

④ 相談支援利用状況 

ア 計画相談支援・障害児相談支援 

自立した生活を支え、抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネ

ジメントによりきめ細かく支援するため、サービス等利用計画を作成する。 

イ 地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援） 

施設や病院から地域へ移行するための相談や、地域で生活するための常時の連絡体

制を確保し、必要な支援を行う。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

計画相談支援 ８０１ ８３２ ８４１ ８３３ ８６７ 

障害児相談支援 １６１ １６４ １８４ ２００ ２１５ 

地域移行支援 ６ ４ ２ ０ １ 

地域定着支援 ２ １ １ １ １ 

計 ９７０ １，００１ １，０２８ １，０３４ １，０８４ 
 

⑤ 障がい児通所支援事業 

障がい児が身近な地域で通所により適切な支援を受けることができるようにする制度

であり、平成２４年度から児童福祉法に創設された。障害児通所支援の創設により、障

害者自立支援法に基づく「障害福祉サービス」の１つであった児童デイサービスは、「障

害児通所支援」の「児童発達支援」、「医療型児童発達支援」または、「放課後等デイサー

ビス」に移行した。「医療型児童発達支援」は令和６年度の制度改正により、「児童発達

支援」に一元化された。 

令和２年度から、保育所等に通うお子さんについて、通い先の施設等を訪問して集団

生活に適応するための専門的な支援や支援方法などを指導する「保育所等訪問支援」を

開始した。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

児童発達支援 ３３ ２８ ４９ ５６ ５５ 

医療型児童発達支援 １ １ １ ０ ０ 

放課後デイサービス １２６ １２６ １２９ １４６ １５７ 

保育所等訪問支援  ２７ ４２ ５８ ６１ 
 
 

⑥ 補装具の給付 

身体障がい児・者の失われた部位、欠陥のある部分を補って必要な身体機能を取り戻

し、あるいは補うために用いられる用具（補装具）の交付及び修理を行う。 
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  R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

義肢 
交 付 ８ ３ ３ ５ ２ 

修 理 ６ １３ ９ １４ ９ 

装具 
交 付 １９ ２４ ２３ １６ ２４ 

修 理 １２ ４ ４ ５ ６ 

座位保持装置 
交 付 ８ ６ ７ ６ １ 

修 理 １２ ７ １２ ６ ９ 

立位保持装置 
交 付 １ １ ０ ０ ０ 

修 理 １ ０ ０ ０ ０ 

盲人安全つえ 
交 付 ２ ０ １ ４ １ 

修 理 ０ ０ ０ ０ ０ 

眼鏡 
交 付 ３ １ ０ ３ ４ 

修 理 ０ ０ ０ ０ ０ 

補聴器 
交 付 ２８ ３０ ３９ ４６ ３４ 

修 理 １４ ２３ １７ ２０ １８ 

車いす 
交 付 １７ １５ １７ １１ １２ 

修 理 ２５ ２３ １５ １９ １９ 

電動車いす 
交 付 ０ ２ １ １ １ 

修 理 １４ １４ ９ １１ ８ 

歩行器 
交 付 ０ ０ ５ １ ０ 

修 理 ０ ０ ０ １ ０ 

歩行補助つえ 
交 付 １ １ １ １ ３ 

修 理 ０ ０ ０ ０ ０ 

意思伝達装置 
交 付 ０ ０ １ ０ ０ 

修 理 ０ ０ ０ ０ ０ 

座位保持いす 
交 付 １ ２ １ ０ ０ 

修 理 ０ ０ ０ ０ １ 

起立保持具 
交 付 ０ ０ １ ０ ０ 

修 理 ０ ０ ０ ０ ０ 

頭部保持具 
交 付 ０ ０ ０ ０ ０ 

修 理 ０ ０ ０ ０ ０ 

計 
交 付 ８８ ８５ １００ ９４ ８２ 

修 理 ８４ ８４ ６６ ７６ ７０ 
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（４）自立支援医療給付 

① 更生医療 

身体障害者手帳を所持している１８歳以上の方で、手術などにより身体上の障害を軽

減し、または機能の保持が保たれる見込みがある場合に医療の給付を行う。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

視覚障害 ０ ０ ０ ０ ０ 

聴覚・平衡機能障害 １ ０ ４ ０ ０ 

音声・言語・咀嚼機能障害 １ １ １ １ ３ 

肢体不自由 ２８ １１ １８ １４ １４ 

内
臓
障
害 

心臓機能障害 ５４ ４６ ６２ ７２ ７２ 

腎臓機能障害 １６１ １７２ １９０ ２０６ １７２ 

小腸機能障害 ０ ０ ０ ０ ０ 

肝臓機能障害 ０ ０ ０ ０ ０ 

免疫機能障害 ４ ４ ６ ４ ７ 

計 ２４９ ２３４ ２８１ ２９７ ２６８ 
 
 

② 育成医療 ※平成２５年度より県から事務移譲 

現に身体に障がいがある１８歳未満の児童で、障がいの程度を軽減し、または取り除

いたりするための手術を必要とし、確実な治療効果が期待される場合に医療の給付を行

う。 

 
R元年度 
受給者 

R2年度 
受給者 

R3年度 
受給者 

（新規決定
者） 

R4年度 
受給者 

（新規決定
者） 

R5年度 
受給者 

（新規決定
者） 

視覚障害 ３ １ ０（０） ０（０） ０（０） 

聴覚・平衡機能障害 １ １ ０（０） ０（０） ０（０） 

音声・言語・咀嚼機能障害 ７ ６ ５（１） ５（４） ４（１） 

肢体不自由 ４ ２ ４（２） ０（０） ２（１） 

内
臓
障
害 

心臓機能障害 ３ １ ２（０） ０（０） ９（５） 

腎臓機能障害 ０ ０ ０（０） ０（０） ０（０） 

小腸機能障害 ０ ０ ０（０） ０（０） ０（０） 

肝臓機能障害 ０ ０ ０（０） ０（０） ０（０） 

その他 １ ０ ０（０） ０（０） ２（１） 

免疫機能障害 １ １ ２（１） ２（１） ０（０） 

計 ２０ １２ １３（４） ７（５） １７（８） 
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③ 精神通院医療 

精神的な疾病により通院を必要とする方に対し、治療上必要と認められる医療に対し

て医療の給付を行う。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

精神通院医療 １，３５６ １，３７２ １，３７９ １，４２０ １，４２９ 

 

（５）地域生活支援 

① 地域活動支援センター事業 

障がいのある方が事業所に通い、創作的活動又は生産活動の機会提供、社会との交流

の促進等を図る。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

米沢ひまわりの家 ２１ １９ ２１ ２０ ２０ 

ホープ米沢 １０ １１ １５ １５ １２ 

米沢市社会福祉協議会 １６ １５ １５ １３ １２ 

とまり木 ４ ３ ５ ７ １２ 

計 ５１ ４８ ５６ ５５ ５６ 
 

   ② 手話通訳者設置事業 

日常生活における意思の疎通を円滑に行うために、米沢市社会福祉協議会に委託、手

話通訳者（令和４年度まで２名、令和５年度は１名）を配置し、障がい者の利便と福祉

の増進を図る。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

医療 １３７ １７１ １９４ １７３ １１５ 

教育保育 ３ ５ ５ ４ ３ 

職業 ０ ０ １ ０ ０ 

手続き １１４ ９２ ８７ １０９ ２１ 

生活 ４４９ ３６０ ４０９ ３７２ １５２ 

手話指導 １ ０ ３ １３ ４ 

相談 ９ ８ １２ ８ １８ 

その他 ２３ ９ １３ １７ １４ 

市外者 １ ２ ４ ８ １７ 

緊急 １ ２ １ ３ ４ 

計 ７３８ ６４９ ７２９ ７０７ ３４８ 
 

③ 意思疎通支援者派遣事業 

聴覚及び音声又は言語機能に障がいのある者が医療機関や就職の手続に事業所等に出

かける場合意思疎通支援者を派遣し円滑な意思疎通を図る。 

     令和５年４月現在、手話奉仕員９名、要約筆記１２名登録。 
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手話通訳 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

医療 １ ０ ０ １ １０ 

教育保育 ０ ０ ３ １ ６ 

職業 ０ ０ ０ ０ ０ 

生活 ２ ３ ７ １５ １１ 

会議 ３ ２ １ ０ １ 

行事 ５ １ ０ ２ １４ 

その他 ７ １ ７ ４ ６ 

計 １８ ７ １８ ２３ ４８ 

 要約筆記は、イベントの際に行った。（３回） 
 

④ 移動支援事業 

単独で外出することが困難な障がい者に対し、ガイドヘルパーを派遣し、目的地まで

の安全な移動を支援する。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

利用者数 ３４ ２０ ２９ ２９ ２８ 

延べ利用者数 ２４０ ２０２ ２５２ ２１６ ２２０ 

延べ利用時間 １，６１７ １，０１９ １，２１７ ９２２ ９７３ 
 

⑤ 日常生活用具給付事業 

在宅障がい(児)者に対し、本人や介護者の負担を軽減するための用具の給付を行って

いる。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

特殊寝台 ３ ２ １ ４ １ 

特殊マット ３ ４ １ ２ １ 

特殊尿器 ０ ０ ０ ０ ０ 

入浴担架 ０ ０ ０ ０ ０ 

体位変換器 １ ２ ０ １ ０ 

移動用リフト ０ １ １ ２ ０ 

訓練いす ０ １ ０ ０ ０ 

訓練用ベッド ０ ０ ０ ０ ０ 

入浴補助用具 ２ ２ ４ ３ ２ 

便器 １ １ ０ １ ０ 

頭部保護帽 ０ １ ３ ０ ０ 

Ｔ字状・棒状つえ ３ ０ ２ ２ ３ 

移動･移乗支援用具 ３ １ ３ １ ３ 

特殊便器 ０ １ ０ ０ ０ 

火災警報器 ０ ０ ０ ０ ０ 
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自動消火器 ０ ０ ０ ０ ０ 

電磁調理器 ０ ０ ０ ０ ０ 

歩行時間延長信号機用小型送

信機 
０ ０ ０ ０ ０ 

聴覚障がい者用屋内信号装置 ０ ０ ０ ０ １ 

動脈血中酸素飽和度測定器 １ ２ ０ ０ １ 

透析液加温器 ０ １ ０ １ ０ 

ネブライザー ２ ４ ６ ４ ０ 

電気式たん吸引器 ７ ５ ５ ７ ４ 

酸素ボンベ運搬車 ０ ０ ０ ０ ０ 

視覚障がい者用体温計 

（音声式） 
０ ２ ０ ０ １ 

視覚障がい者用体重計 ０ ０ ０ ０ １ 

視覚障がい者用血圧計 

（音声式） 
０ １ ０ ０ １ 

点字ディスプレイ ０ ０ ０ ０ ０ 

点字器 ０ ０ ０ ０ ０ 

点字タイプライター １ ０ ０ ０ ０ 

視覚障がい者用ポータブルレ

コーダー 
２ １ ０ １ ３ 

視覚障がい者用活字文書読み

上げ装置 
０ ０ ０ ０ ０ 

視覚障がい者用拡大読書器 ３ ０ ２ １ １ 

視覚障がい者用時計 ３ ０ ３ ３ ０ 

点字図書 ０ ０ ０ ０ ０ 

聴覚障がい者用通信装置 ０ １ １ ２ ０ 

聴覚障がい者用受信装置 ０ １ ０ ０ ０ 

携帯用会話補助装置 ０ ０ １ ０ ０ 

情報・通信支援用具 １ ０ １ ０ １ 

人工喉頭 ４ ３ ４ １ ２ 

ストマ装具 消化器系 １，８８1 １，９４０ １，８９０ １，９４６ １，８３３ 

ストマ装具 泌尿器系 ２６４ ２６５ ２５７ ２６３ ２７５ 

紙おむつ ２４ ２４ ２３ ２４ ２４ 

収尿器 ０ ０ ２ ２ １ 

居宅生活動作補助用具 ４ ２ ２ ５ ４ 
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歩行支援用具 ０ ０ １ ０ ０ 

計 ２，２１３ ２，２６８ ２，２１３ ２，２７６ ２，１６３ 
 

⑥ 日中一時支援事業 

障がい者の日中における活動の場を提供し、介護者の就労支援や休息を図ることを目

的に実施している。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

利用者数 １３２ １３６ １５０ １５２ １５６ 

内 

訳 

１８歳以上 
人数 ６２ ６６ ６６ ６６ ６４ 

回数 １，３５５ ２,１４１ ２，０７８ ２，０２２ ２，５１７ 

１８歳未満 
人数 ７０ ７０ ８４ ８６ ９２ 

回数 ２，８９５ ３，４６６ ５，９１５ ５，５２６ ４，９６１ 

 

（６）自立に向けた施策 

① 紙おむつ支給事業 

心身に障がいのある方で、常時失禁状態にあり、市民税非課税世帯に対し支給。なお、

市単独事業として、世帯全員の市民税額が１３万円以下の世帯に対しても支給している。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

支給人数 81 78 82 80 72 

支給総額 4,321,117 4,082,042 4,236,991 3,803,662 3,760,755 

 

② 福祉タクシー利用助成事業 

重度障がい者の社会参加と生活圏の拡大に資する目的から、タクシーを利用した場合

の料金の一部を助成し、経済的負担の軽減及び福祉の増進を目的に実施している。 

    対象者：身体障害者手帳１～３級の所持者（ただし、３級にあっては、上肢及び聴覚障

がいを除く。） 

療育手帳〔Ａ〕の所持者 

精神障害者保健福祉手帳１級の所持者 

    助成額：タクシー券２６枚交付 

小型・中型車：５００円、大型車：６００円の助成／枚 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

助成対象人数 2,341 2,273 2,238 2,182 2,356 

助成券交付人数 827 747 769 727 667 

利用枚数 9,850 8,721 9,056 8,122 7,618 

助成額 4,928,900 4,356,100 4,529,100 4,066,600 3,818,500 
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   ③ 自動車燃料費助成事業 

重度障がい者の社会参加と生活圏の拡大を図るため、自動車燃料費の一部を助成し、

経済的負担の軽減及び福祉の増進を目的に実施している。 

    対象者：身体障害者手帳１～３級の所持者（ただし、３級にあっては、上肢及び聴覚障

がいを除く。） 

療育手帳〔Ａ〕の所持者 

精神障害者保健福祉手帳１級の所持者 

ただし、自動車税又は軽自動車税の減免を受けている者に限る。 

    助成額：年間６，０００円（消費税込）上限 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

助成人数 155 166 159 171 190 

助成額 929,029 989,936 952,808 1,025,052 1,138,720 
 

  ④ 訪問入浴サービス事業 

家庭において入浴することが困難な身体障がい者に対して、訪問入浴車を派遣し、定

期的に入浴サービスを提供します。 

対象者：市内に住所を有し、在宅で生活する身体障害者手帳の交付を受けているもの

であって、入浴が困難な環境にあり、かつ、医師から入浴が可能であると認

められたもの。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

利用者数 7 5 4 4 3 

利用回数 333 294 300 342 299 

事業総額 4,056,000 3,302,208 3,994,200 4,309,200 3,767,400 

 

   ⑤ 人工透析患者通院交通費助成事業 

腎臓機能に障がいを有する方の経済的負担の軽減及び社会参加促進を図るため、医療

機関への通院に要した交通費の一部を助成。（交通費は、自家用車のガソリン代含む。） 

     対象者：生計中心者が所得税非課税世帯 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

利用者数 ９４ １１９ １２４ １１８ １００ 

内
訳 

前期利用者数 ４９ ５７ ６２ ５９ ５３ 

後期利用者数 ４５ ６２ ６２ ５９ ４７ 
 

⑥ 在宅酸素療法者支援事業 

医師の処方に基づいて在宅酸素療法を必要とする呼吸器機能障がいを有する者に対し、

酸素供給装置の使用に係る電気料金の一部を助成。 

対象者：市内に住所を有する者で、呼吸器機能障がいによる身体障害者手帳（１,２級

を除く）を所持し、かつ、現に医師の処方により在宅酸素療法を行っている者 

     助成金：月額１，６００円／人 
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 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

利用者数 １４ １５ １４ １６ １５ 

利用延べ月数 １４３ １３０ １４３ １５６ １７３ 
 

⑦ 自動車改造費、自動車運転免許取得費助成事業 

重度の身体障がい者の社会復帰の促進を図るため、就労等に伴い自動車の運転免許の

取得及び自動車の改造を行う場合に要した経費の一部を助成。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

免許取得助成者数 ０ ０ ０ ０ １ 

自動車改造助成者数 １ ３ ０ ０ １ 
 

⑧ 介護用自動車改造等助成事業 

自動車を自ら運転することができない在宅の身体障がい者の社会参加の促進と、当該

身体障がい者の介護者の負担軽減を図るため、車いす使用者に配慮した自動車への改造

等に係る経費の一部を助成。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

助成者数 ０ ０ ０ ３ ０ 
 

⑨ 声の広報 

文字を読むことが困難な重度の視覚障がい者に対し、市が発行する広報「よねざわ」

を音訳したＣＤを配布。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

配布者数 ７ ７ ８ ７ ５ 
 

⑩ 軽度・中等度難聴児補聴器購入支援事業 

難聴児の言語習得等の発達支援やコミュニケーションの向上を促進するため、身体障

害者手帳の交付対象とならない軽度及び中等度の難聴児に対し、補聴器の購入に要する費

用の一部を助成。（平成２７年度～） 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

助成者数 １ ３ ３ ０ １ 
 

⑪ 障がい者虐待防止支援事業 

平成２４年１０月に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法

律」が施行され、社会福祉課内に「米沢市障がい者虐待防止センター」を設置。センタ

ーの業務は、虐待の通報や届出の受理、相談・指導・助言、広報・啓発活動としている。

社会福祉課の業務は、虐待の事実確認や立ち入り調査、被虐待者の保護のための居室の

確保、養護者への支援等としている。 
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相談・通報受付件数 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

身
体
障
が
い
者 

養
護
者
か
ら 

身体的  １ １   

心理的   １ １  

放棄・放任    １  

性的      

経済的      

計  １ ２ ２  

施
設
従
事
者
か
ら 

身体的     ３ 

心理的     ２ 

放棄・放任     １ 

性的      

経済的      

計     ３ 

使
用
者
か
ら 

身体的      

心理的      

放棄・放任      

性的      

経済的      

計      

知
的
障
が
い
者 

養
護
者
か
ら 

身体的 ２ １ １ １  

心理的 ２   ２  

放棄・放任 １   １  

性的      

経済的 ２   １  

計 ７ １ １ ５  

 

施
設
従
事
者
か
ら 

身体的 １  １  ３ 

心理的 １   １ ３ 

放棄・放任     １ 

性的  １    

経済的      

計 ２ １ １ １ ３ 

使
用
者
か
ら 

身体的      

心理的    １  

放棄・放任      

性的    １  

経済的      

計    ２  
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精
神
障
が
い
者 

養
護
者
か
ら 

身体的  ２ １ １  

心理的 １ ２ ３ １ １ 

放棄・放任  ２  １ ２ 

性的      

経済的  １ １  １ 

計 １ ７ ５ ３ ２ 

施
設
従
事
者
か
ら 

身体的   １  １ 

心理的    １ ２ 

放棄・放任      

性的      

経済的     １ 

計   １ １ ２ 

使
用
者
か
ら 

身体的      

心理的      

放棄・放任      

性的      

経済的      

計      

相談・通報件数合計 ７ １０ １０ １４ ５ 

虐待と判断した件数 ３ ４ ３ １ １ 
 

※被虐待者の障がい種別について、障がいを重複している場合は各々で計上。 

⑫ 成年後見制度利用支援事業 

ア 成年後見制度 

「身寄りのない者」や「親族の協力が得られない者」については、成年後見制度の

適切な利用を可能にするため「知的障害者福祉法」、「精神保健及び精神障害福祉に関

する法律」に基づいて、米沢市長が後見開始の申立てを行っている。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

精
神 

男 １ １ ０ １ ２ 

女 ０ ０ ０ ０ ０ 

知
的 

男 ０ ０ ０ ０ ０ 

女 ０ ０ ０ ０ ０ 

計 １ １ ０ １ ２ 
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イ 報酬助成 

成年後見人等に係る報酬を負担することが困難である者については、成年後見制度

の適切な利用を可能にするため、助成を行っている。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

精
神 

男 ０ ０ ２ ０ ０ 

女 １ １ １ １ ０ 

知
的 

男 ０ ０ ０ ０ ０ 

女 ０ ０ ０ ０ ０ 

計 １ １ ３ １ ０ 

 

（７）各種手当 

① 障害児福祉手当 

心身に重度の障がいがある２０歳未満の方で、日常生活において常時介護を必要とす

る方に支給。認定基準は、概ね身障手帳 1級か 2級の一部､療育手帳Ａと同等の障がいを

持つ方。（所得制限あり。） 

月額：14,850円、支給月：2月、5月、8月、11月 
 

   ② 特別障害者手当 

心身に最重度の障がいがある２０歳以上の方で、日常生活において常時特別な介護を

必要とする在宅の方に支給。認定基準は、国民年金法による障がい等級 1 級程度の障が

いを重複して持つ方。（所得制限あり、また施設入所者または 3か月入院している場合は

除く。） 

月額：27,300円、：支給月：2月、5月、8月、11月 
 

   ③ 福祉手当(経過措置分) 

２０歳以上で、昭和 61 年 3 月 31 日現在、福祉手当の受給者であって、障害基礎年金

と特別障害者手当に該当しなかった方に支給している手当。昭和 61年 4月から新規受付

なし。（所得制限あり。） 

月額：14,850円、支給月：2月、5月、8月、11月 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

障害児福祉手当 ４９ ４６ ３６ ２８ ２５ 

特別障害者手当 ７４ ７０ ６６ ６１ ６２ 

福祉手当(経過措置分) ０ ０ ０ ０ ０ 
 

④ 特別児童扶養手当（進達事務） 

精神又は身体に重度の障がいのある 20 歳未満の児童を養育する父母等に支給。（所得

制限あり、施設等入所者は除く。） 

月額：１級 52,400円、2級 34,900円、支給月：４月、８月、１２月 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

１級 ５７ ５８ ４７ ４０ ４３ 

２級 １３５ １１９ １０６ ９７ ８８ 
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⑤ 重度心身障がい児養育手当 

市単独事業で、満３歳以上、２０歳未満の重度の障がい児を養育している方に支給。

（所得制限なし、施設入所者除く。） 

月額：3,000円、支給月：１月、４月、７月、１０月 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

受給者数 ５８ ５５ ４０ ３５ ３４ 

 

（８）山形県心身障がい者扶養共済制度 

障がいのある方を扶養している方が加入者となり、加入者に万一のことがあった場合、

障がいのある方に生涯年金を支給。長期加入者や生活に困っている方には、掛金が免除。 

   ① 加入要件 

ア 心身に障がいがある方を扶養し、山形県内に住所のある方 

イ ６５歳未満の方 

    ウ 加入時病気や特別な障がいがない方 
 

   ② 年金・弔慰金の額 

    ア 加入者が死亡､または高度障がい者となった場合､その月から被加入者に２万円／月

の年金支給。 

イ 加入１年以上で被加入者死亡した場合、弔慰金支給。 

加入期間 1年以上 5年未満 5年以上 20年未満 20年以上 

弔慰金額 ５０，０００円 １２５，０００円 ２５０，０００円 
 

③  掛金 平成２０年４月以降に加入された方の掛金 

加入時の年齢の区分 掛 金 月 額 加入時の年齢の区分 掛 金 月 額 

３５歳未満 ９，３００円 ５０歳以上～５５歳未満 １８，８００円 

３５歳以上～４０歳未満 １１，４００円 ５５歳以上～６０歳未満 ２０，７００円 

４０歳以上～４５歳未満 １４，３００円 ６０歳以上～６５歳未満 ２３，３００円 

４５歳以上～５０歳未満 １７，３００円  
 

④ 加入等状況 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

加入者 ８ ８ ８ ７ ８ 

年金受給者 ２１ ２０ １９ １８ １８ 

 

（９）重度心身障がい(児)者医療給付 ※所得制限があります。 

目的：重度心身障がい(児)者の医療費の負担を軽減し、福祉の向上を図る。 

要件：・身体障害者手帳１・２級所持者 

・特別児童扶養手当１級受給者 

・公的年金各法の障害年金１級受給者 

・療育手帳Ａ所持者 

・精神障害者保健福祉手帳１級所持者 
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・身体障害者手帳３級と療育手帳Ｂの両方の所持者 

・特別障害者手当受給者    

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

重度心身障

がい(児)者

医療 

受給者（人） 652 627 651 639 674 

件数（件） 16,496 15,688 16,066 15,826 16,782 

給付額（円） 74,576,447 74,854,365 76,507,790 71,565,242 82,701,364 

重度心身障

がい(児)者

医療(老人) 

受給者（人） 770 803 801 804 853 

件数（件） 21,420 21,034 21,526 21,197 22,380 

給付額（円） 58,591,067 60,315,148 62,288,924 56,266,789 57,464,891 

※扶助費から高額療養費の戻入及び医療費返納を差し引き、事務費を加えたものを給付額とする。 

 

（１０）障がい者権利擁護研修会 

地域住民や障がい福祉サービス従事者等を対象に、障がい者の権利擁護等に関する研修会

を開催し、障がい者の虐待防止や権利養護、養護者支援に関する周知・啓発を図る。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

参加者数 ２０８ １０１ ９９ ８０ ７４ 

内  容 

演劇鑑賞、
条例制定記
念講演会 

演劇鑑賞、
講演会 

演劇鑑賞、
講演会 

講演会 講演会 

 

（１１）障がい者スポーツ教室 

障がい者の機能の回復や体力の維持増強、社会参加意欲を高めるともに、障がい者と健

常者の交流を図り、障がい者に対する地域の理解を深める。 

R3年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止した。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

参加者数 ９９ ４９  ３５ ６６ 

内  容 
ボッチャ、
卓球バレー 

ボッチャ、卓
球バレー 

 
ボッチャ 

ボッチャ、
卓球バレー 

  ※例年は１回開催だが、令和元年度は「米沢市障がいのある人もない人も共に生きるまちづ

くり条例」の制定に伴い、市民への周知啓発と障がい者の理解促進を図るため２回開催した。 

 

（１２）障がい者芸術作品展 

障がいのある人、障がいのある人と関わりのある人が、互いの交流を通して感じた感性

を表現した独創的な芸術作品の創出や、芸術活動への取組みを通じて、障がいのある人の

社会参加を促すとともに、様々な作品を観賞いただくことにより市民に広く障がいへの理

解と啓発の推進を図る。（令和元年度から開催） 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

出展作品数 99 116 92 69 108 

入場者数 1,027 658 526 661 733 
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（１３）障がい者就労施設等からの物品等の調達実績 

障害者就労施設等からの物品等調達の推進等に関する法律に基づき、毎年度本市の物品 

等調達方針を定め、障害者就労施設等からの物品及び役務の優先調達の推進を図っている。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

合計金額 2,865,698 2,571,771 2,894,205 3,292,649 4,023,654 

内
訳 

物品 1,991,222 1,786,203 2,212,180 2,445,549 3,041,654 

役務 874,476 785,568 682,025 847,100 982,000 

 

（１４）医療保護入院の市長同意 

    精神障がい者が、精神保健指定医の診察の結果入院が必要と認められ、本人の同意が得 

られず、家族等がいない、又は同意を得ることができない場合、市長が入院に必要な同意 

を行う。 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

同意件数 １１  １７ １３ １６ １１ 

 

（１５）心身障がい児在宅福祉事業「親子ふれあい教室」 

親子及び他の親子との交流を目的に、在宅の心身障がい児とその保護者を対象に研修 

やレクリエーションを年１回実施していたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止

の観点から、令和 2年度以降の開催を中止した。 

 H30年度 R元年度 

参加人数 １３ ６ 

事業内容 

霊山こども
の村 

国営みちの
く杜の湖畔
公園 

 

（１６）障がい児通園事業「ひまわり学園」 

昭和４８年１１月に開設し、障がい児通園施設として、在宅の心身に障がいのある就学 

前児童を対象に、身辺自立のための個別的及び集団的な指導訓練を実施してきている。市

単独事業として、ひまわり学園内に言語障がいやことばの遅れ等に関する相談窓口と指導

訓練教室を設け、専門職員が対応している。また、平成２９年度より自主事業として就学

前の発達障がい児及び診断等は受けていないが発達について気になる子ども並びにその家

族等を支援するために発達障がい児等支援事業を実施している。令和３年度からは、児童

発達支援センターとして位置づけ、地域の障がい児とその家族への支援の他、施設への助

言等を行うなど、地域の中核的な療育施設となった。        

 
 

① 沿革 昭和４８年１１月 開設 

平成 ４年 ４月 米沢市社会福祉協議会へ管理委託 

平成 ６年    増改築事業 

平成１５年    児童デイサービス事業所（支援費制度による） 
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平成１８年 ４月 米沢市社会福祉協議会を管理者として指定 

平成１８年 ４月 児童デイサービス事業所（障害者自立支援法による） 

平成２４年 ４月 児童発達支援事業所（児童福祉法による） 

令和 ３年 ４月 児童発達支援センター 
 

② 開設日 月～金、週５回（休・祝日は除く） 
 

③ 事業内容 児童発達支援事業、ことばの相談・指導訓練教室事業（相談・指導訓練）、 

保育所等訪問支援事業、発達障がい児等支援事業 
 

④ 実施状況 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

児童発達支援事業 ２１ １６ ２０ １８ ２０ 

ことばの指導訓練教室事業 ２７ ３９ ４１ ３９ ４４ 

保育所等訪問支援事業  ８ １１ １５ １７ 

発達障がい児等支援事業 １８ １７ ２７ ２７ １９ 

 

（１７）「いこいの家」施設協力会運営事業 

独立行政法人国立病院機構米沢病院重症心身障がい児施設入所者の家族、療育に従事す

る職員、活動に来所する奉仕者の活動並びに休息の場として提供している。 

    宿泊利用定員は 6人で、利用資格は次のとおり。 

ア 重症心身障がい児施設入所者の家族 

イ 重症心身障がい児施設にあって療育に従事する職員 

    ウ 重症心身障がい児のための奉仕活動に従事する者 

    エ その他会長が認める者 

    オ 協力会運営費（令和元年度実績） 

       県補助金  296,000円   市補助金  111,000円 

       施設入所児一人当たり負担金 10,500円（措置委託市町村負担） 

   「いこいの家」利用状況 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

日帰り ３９１ ３１ ３６ ４９ ３０ 

宿泊 １６４ １６７ １２９ １１２ ２０７ 

計 ５５５ １９８ １６５ １６１ ２３７ 

 

 （１８）未就学児に係る山形県立こども医療療育センターの発達障がい初診受付 

① 申込状況 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

人数 １６ ２４ ２６ ２２ １７ 

            ＊H29年度キャンセル 1名と他市へ転出１名、R3年度キャンセル 1名含まれる。 
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② 受診状況 

 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

人数 
（当該年度申込者） 

１８  
（ ５） 

２１  
（１０） 

３０  
（１６） 

２３  
（１４） 

２３  
（１４） 

 

（１９）ひきこもりサポート事業（ＮＰＯ法人から・ころセンターへ委託） 

多様化するひきこもり問題に対応するために、ひきこもり相談窓口の設置と周知、居場

所の設置、訪問支援を実施する。（令和２年度から実施） 

① 相談数 

 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

人数 18 29 53 109 

延べ人数 157 211 157 499 
 

② 居場所利用数 

 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

人数 27 31 41 51 

延べ人数 493 625 730 941 
 

③ 訪問支援 

 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

人数 3 7 14 15 

延べ人数 18 15 43 77 
 

④ 周知啓発 

チラシ作成配布、ホームページ掲載（市及び委託事業所） 


